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研究成果の概要（和文）：当研究は、犯罪の被害にあった女性・児童への対策につき、①立法に

関する問題、②司法、福祉等の各機関による対応と、各機関間の連携という問題を、日本、北

欧（スウェーデン、フィンランド）、韓国、アメリカ、ドイツを中心に、比較法の観点から考察

し、更に③日本の現状について、法学、精神医学、社会心理学等の観点から質問紙調査、イン

タビュー調査、ケースワーク研究を実施し、日本の現状について問題点を明らかにし、それを

検討すると共に、他国に比べ、日本が先進的な取組をしていると言える点についても明らかに

した 
 
研究成果の概要（英文）：This research considered below 2 questions concerning measures 

for woman and child victims on the aspects of the comparative law (between Japan, 

South Korea, Sweden ,Finland, the United States, and Germany). 1) The problem of the 

situation of legislation. 2) The correspondence of the justice administrations and 

social services, and the cooperation by each organization. Besides we made the 

questionnaire investigation, the interview investigation, add to the casework 

research on the current Japanese situation from the viewpoints of the law, psychiatry, 

the social psychology, etc. It was clarified the problems in the current Japanese 

situation, and examined those problems, and the points that Japan has been doing a 

great advance much more compare with other countries were also clarified. 
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１．研究開始当初の背景 
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加に関する立法の決定等。被害者の訴訟参加

については、本研究開始後の 2008年 12月よ

り導入された）。しかし、女性や児童の被害

者に配慮した、法制度や総合的な対策につい

てはほとんど手がつけられていない状況で

あった。2001年の「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する法律（いわゆる DV

法）」においても、DV そのものを犯罪とした

り、被害者保護に関わる法制度が作られたわ

けではない。 

そこで、本研究では、国が中心となって責

任をもつべき、犯罪被害者への対策のうち、

女性や児童の被害者に対する対策に焦点を

絞り、ジェンダーの視点を取り入れ、法学（比

較法の手法を含む）、社会心理学、精神医学

等の多角的な観点から研究し、日本の問題点

を明らかにすることを目指した。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、女性・児童被害者に関して、
ジェンダーの視点（「女性に対する暴力」と
いう概念）を取り入れながら、1）法制度の
整備、2）各国の各機関での対応（各機関の
連携）、3）矯正施設における被収容者の被害
性、4）矯正施設における被害者視点教育に
おける「女性に対する暴力」に関わる取組を
研究し、日本の現状と今後の課題を明らかに
しようとした。 
  
 
３．研究の方法 
 目的 1）、2）について、日本、北欧（スウ
ェーデン、フィンランド）、韓国、アメリカ、
ドイツを中心に、比較法の観点から考察した。
具体的には現地での聞き取り、文献収集、各
国の研究者、実務家を招聘しての講演会、セ
ミナーを実施し、日本の状況を報告すると共
に、各国の現状と課題を学び、日本への提言
を検討した。3）4）について、法務省の許可
を得て、日本の女子少年院にインタビュー調
査を実施した。又、日本初の官民協働刑務所
である美祢社会復帰促進センターにおける
受刑者調査を実施した（美祢社会復帰促進セ
ンターは日本で唯一同一施設内に男女を収
容しているため、男女双方に調査を実施して、
被害者性に関する男女比較を行った。この際、
内閣府男女共同参画局で実施された質問紙
調査を参考として、比較を行えるようにし
た）。この他、女性に対する暴力に関係する
社会調査の実施、DV、性犯罪に関するケー
スワークを実施した。 
 
４．研究成果 
（1）法制度について 

犯罪の被害にあった女性・児童への対策に
ついては、ジェンダー問題と関わりがあるこ

とは予想されていたが、やはりジェンダー問
題先進諸国である北欧における取組がとり
わけ先進的であり、日本の課題を明らかにす
ることができた。しかし、同じアジアにおい
ても、韓国の状況は、法制度、各機関の対応
共に日本よりも先進的な部分があることが
明らかとなった。 
性犯罪に関する条文には問題点が多いが、

まず、1907年の現行刑法成立以来、強姦罪の
法定刑の下限の引き上げ（2004 年）、集団強
姦罪の創設（2005年）等わずかな改正がある
ものの、基本的な見直しがなされていないこ
とが最大の問題点と言える。現在では日本の
強姦罪のように加害者、被害者の性別を限定
する形から、意に反した性行為を性別に関わ
りない形で規定するようになった国も多い
（ジェンダー・ニュートラル化）。この問題
はその国のジェンダーに関する意識、とりわ
け「女性に対する暴力」に関する理解とも深
い関わりがある。又、セクハラと関わるよう
な、社会的地位を含む関係で起こる性犯罪に
関して、別途条文をもたないことは、比較対
象国において日本の大きな問題点の 1つであ
ること等も明らかとなった。その他、現在で
も強姦罪の法定刑の下限が軽いこと、性犯罪
が親告罪であること（告訴期間については
2000年に廃止）等、比較法の観点から、日本
が特殊な状態である部分が多いことも明ら
かになった。DV に関しては 2001 年に配偶者
からの暴力の防止及び被害者の保護に関す
る法律が施行され、見直し、改正がなされて
いるが、加害者処罰の規定がない（通常の刑
法の犯罪で対応）点について、検討の余地が
ある。 
この他、被害者への国選弁護人に関する法

制度の整備がまだ十分でなく、性犯罪や DV
被害にあった女性は勿論のこと、児童につい
ては、加害者が保護者である場合等に、親権
や監護権問題も視野に入れた法的支援が必
要であることが浮かび上がった。 

日本では、根源にジェンダー問題、女性に
対する暴力問題を、性や家庭内の問題として
タブー視し、周縁に押しやり、議論を尽くし
てこなかったことに最大の問題があること
を指摘した。 
（2）各機関での対応について 
 2000年以降、司法機関における被害者への
対応は急速に発展してきた。各機関間の連携
も努力が続けられている。しかし、手続の早
い段階から被害者に法的支援をする制度が
不十分であり、二次被害が深刻である。しか
し、このためには、権利のバランスとして、
被疑者にも早い段階から国選弁護人をつけ
る制度や、捜査の可視化の問題が解決される
必要があることも明らかとなり、司法制度全
体としての議論が強く求められる。とりわけ
子どもの被害者に関する取調、法廷での証言



 

 

等に関する対応が整備されておらず（法制度
の不備と関わる）、北欧や、韓国では既に実
施されているワン・ストップセンターの充実
が急務であることを指摘した。とりわけ、北
欧諸国では、児童のための取調の場所、手法
の充実に力を入れており、各機関の連携が進
められている。そこでは、取調の際の記録が
そのまま裁判で使用できる制度となってい
るが、このためには、取調の際に被害者側、
加害者側双方の弁護人が同席する必要があ
る。これは先に述べた被害者の国選弁護人、
それとのバランスで被疑者への国選弁護人
制度の整備が不可欠となることが明らかと
なった。 
（2）実態調査について 
 矯正施設におけるインタビュー調査、数量
調査によって、女性被収容者における被害者
性の問題を明らかにすることができた。この
点、とりわけ女子少年院においては、問題点
が明確に理解されており、世界的に見ても熱
心な取組がなされていることがわかった。ケ
ースワークからは、性犯罪、DV被害者におい
て、自己の被害者性、加害者との関係性を理
解してもらい、問題を解決することの難しさ
が浮き彫りとなり、法律、精神医学等多角的
な支援の必要性が明らかとなった。 
（3）成果の位置付け 
 以上、本研究から明らかになった日本の問
題点や評価できる部分について、論文におい
て公表、提言を行ったことは勿論であるが、
各国の研究メンバーを交えて、国際学会にお
いても発表を行い、国際セミナーを実施し、
国内学会でも分科会、ワークショップ等を実
施することにより、国内外に本問題における
日本の状況（問題点、評価できる点）を示す
と共に、国を超えて議論を行うことができた。
その中で、日本の状況が特異である部分も多
くあること（他国では議論が多くなされてい
る）、一方で、文化、法制度に違いがあって
も、本研究の扱う問題は普遍的であることが
確認され、比較法研究が非常に重要であるこ
とも確認された。 
（4）今後の展望 
 本研究の成果として、各国の取組及び各分
野からの提言を含む出版物について、編集中
である。また、実態調査の内容が多岐にわた
るため、順次公表を続けていく。本調査を通
して、矯正施設におけるジェンダー問題が浮
き彫りとなったため、本研究の研究成果を活
かして、別途研究を継続していく予定である。 
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